
 令和 ４ 年度 補助金等交付申請書 

令和 ○ 年 ○ 月 ○ 日  

 相 模 原 市 長  あて 

住所又は所在地 

      相模原市中央区中央○－○－○      

申請人  名称 

           社会福祉法人○○○○          

氏名又は代表者名 

           理事長 相模 太郎           

令和 ４ 年度において次のとおり交付していただきたく、相模原市補助金等に係る予算の執行に関する

規則（以下「規則」という。）第４条第１項の規定により申請します。 

1  補助事業等の名称  介護職員等キャリアアップ支援事業 

2  補助金等の名称  介護職員等キャリアアップ支援事業費補助金 

3  申 請 金 額 ￥２０，０００円 

4  添 付 書 類 

(1) 補助事業等計画書 

(2) 収支予算書 

(3) 補助金等概要調書 

(4) 研修実施要領等受講する研修の内容がわかる書類 

(5) その他市長が必要と認める書類 

※ 氏名を本人が自署する場合は、押印不要です。 

自署又は押印がない場合は、内容等の確認をさせていただく場合がありますので、下記に連絡先を記載してく

ださい。 

 

連 絡 先  ０４２－○○○－○○○○                

法人その他の団体で、自署又は押印がない場合は、上記連絡先のほか、本書類発行についての責任者氏名もあ

わせて記載してください。 

 

責任者氏名  相模 花子                       

【市担当課処理欄】 

確認方法 確認者 

 

 

 

 

研修受講開始予定日の１０日前が申請書の提出期限です。 

※年度当初の場合はご相談ください。 
記載例 

※裏面がありますので、両面印刷 

してください。 

役職名も記入してください。 

改行等でこの文章が見切れない

よう注意してください。 
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研修の「名称・実施機関・内容・日程又は課程・金額」が明確にわかる書類 

代表者の自署又は押印がない場合は、 

必ず記入すること。 
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※ 次の事項について了承の上、申請を行ってください。 

１ 事情変更による交付の決定の取消し等（規則第８条関係） 

  次に掲げる交付の決定後の事情の変更により特別の必要が生じたときは、補助金等の交付の決定の全部

若しくは一部を取り消し、又はその決定の内容若しくはこれに付した条件を変更することがあります（補

助事業等のうち既に経過した期間に係る部分については、この限りでありません。）。 

（１）天災地変その他補助金等の交付の決定後生じた事情の変更により補助事業等の全部又は一部を継続す

る必要がなくなった場合 

（２）補助事業等を遂行するため必要な土地その他の手段を使用することができないこと、補助事業等に要

する経費のうち補助金等によって賄われる部分以外の部分を負担することができないことその他の理

由により補助事業等を遂行することができない場合（その者の責めに帰すべき事情による場合を除く。） 

 

２ 計画変更の承認等（規則第１０条関係） 

（１）交付の決定後、次のいずれかに該当する場合には、遅滞なく補助事業等計画変更（中止・廃止）申請

書を市に提出し、その承認を受けてください。 

ア 補助金等の充当予算を変更しようとするとき。 

イ 補助事業等の内容を変更しようとするとき。 

ウ 補助事業等を中止し、又は廃止しようとするとき。 

（２）補助事業等が予定の期間内に完成しないとき、又は補助事業等の遂行が困難となったときは、遅滞な

くその原因及びこれに対する措置を市に報告し、指示を受けてください。 

（３）(１)及び(２)の場合には、補助金等の交付の決定の全部若しくは一部を取り消し、又はその決定の内

容若しくはこれに付した条件を変更することがあります。 

 

３ 交付の決定の取消し（規則第１９条及び第２７条関係） 

次のいずれかに該当する場合には、補助金等の交付の決定後、その決定の全部又は一部を取り消すこと

があります。 

（１）偽りその他不正の手段により補助金等の交付を受けたとき 

（２）法令又は規則の定め並びに補助金等の交付の決定の内容及びこれに付された条件その他市長の指示に

従わず、善良な管理者の注意をもって補助事業等を行わなかったとき。 

（３）補助金等の他の用途への使用（利子補給金にあっては、その交付の目的となっている融資又は利子の

軽減をしないことにより、補助金等の交付の目的に反してその交付を受けたことになることをいう。）

をしたとき。 

（４）補助金等の交付が暴力団の活動を助長し、又は暴力団の運営に資することとなると認めるとき。 

 

４ 補助金等の返還（規則第２０条関係） 

（１）１、２(３)及び３により補助金等の交付の決定を取り消した場合において、取消しに係る部分につい

て既に補助金等が交付されているときは、市の定めた期限までにその返還をしていただきます。 

（２）実績報告後に市が補助金等の額を確定した際、既にその額を超える補助金等が交付されているときは、

市の定めた期限までにその返還をしていただきます。 

 

５ 他の補助金等の一時停止等（規則第２１条関係） 

４による補助金等の返還に応じない場合において、同種の事務又は事業について交付すべき補助金等が

あるときは、相当の限度においてその交付を一時停止し、又は当該補助金等と未納付額とを相殺すること

があります。 

 

６ 帳簿の備付け（規則第２４条関係） 

  補助金等の交付を受けた場合は、補助事業等に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え付け、整備

し、５年間保存してください。 



別記様式(第６条関係) 

 

令和 ４ 年度 補助事業等計画書 

  

 令和 ○ 年 ○ 月 ○ 日  

 

令和 ４ 年度において、次のとおり介護職員等キャリアアップ支援事業を行います。 

１ 補助事業の目的 
以下の研修を受講し職員の技術や知識の向上を図り、より質のよ

いサービスを提供するため 

２ 補助事業対象者の 

概要 

（複数のときは別紙可） 

【研修受講者】 

氏名：相模 一郎 

職種：介護職 

 

【研修受講者が従事する事業所等】 

事業所等の名称：特別養護老人ホーム△△△△ 

 

事業所等の所在地：相模原市中央区中央○－○－○ 

３ 補助事業対象者が 

受講する研修の概要 

（複数のときは別紙可） 

研 修 名 称：□□□□研修 

 

研修実施機関：●●●●カレッジ 

 

研修の内容：介護に関する実践的な知識及び技術を学ぶ 

４ 研修受講予定日 

（複数のときは別紙可） 

研修受講開始日：令和 〇 年 〇 月 〇 日 

研修受講終了日：令和 〇 年 〇 月 〇 日 

５ 交付申請額等 

交 付 申 請 額： ￥２０，０００円 

補助対象経費総額： ￥４０，０００円 

算 出 方 法：（受講料35,000円＋テキスト代5,000円）×

1/2 

※ 「５ 交付申請額等」の「算出方法」は、（１）～（３）の方法で計算後、千円未満の端数は切

捨ててください。 

（１） 次の研修以外の場合、補助対象経費総額×２分の１（上限150,000円／１法人） 

（２） 本市が実施する認知症介護実践者研修の場合、補助対象経費総額－10,000円 

（上限40,000円／１人） 

（３） 本市が実施する認知症介護実践リーダー研修の場合、補助対象経費総額－17,000円 

（上限43,000円／１人） 

記載例 

補助金等交付申請書と同じ日付 

研修の内容や目的について簡潔に記載し

てください。 

下段の計算方法をよく確認し、記入

してください。 

千円未満端数切捨て 
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別記様式別紙(第６条関係)

氏名 職種

相模　一郎 介護職 □□□□研修 ●●●●カレッジ
介護に関する実践的
な知識及び技術を学
ぶ

事業所等の名称 事業所等の所在地 研修受講開始日 研修受講終了日

特別養護老人ホーム
△△△△

相模原市中央区中央
○－○－○

令和〇年〇月〇日 令和〇年〇月〇日 ¥20,000

氏名 職種

相模　二郎 介護職 □□□□研修 ●●●●カレッジ
介護に関する実践的
な知識及び技術を学
ぶ

事業所等の名称 事業所等の所在地 研修受講開始日 研修受講終了日

特別養護老人ホーム
△△△△

相模原市中央区中央
○－○－○

令和〇年〇月〇日 令和〇年〇月〇日 ¥20,000

氏名 職種

相模　三郎 介護職 ☆☆☆☆研修 ㈱○○○○
介護に関する基礎的
な知識及び技術を学
ぶ

事業所等の名称 事業所等の所在地 研修受講開始日 研修受講終了日

グループホーム△△
△△

相模原市中央区相模
原○－○－○

令和〇年〇月〇日 令和〇年〇月〇日 ¥10,000

氏名 職種

事業所等の名称 事業所等の所在地 研修受講開始日 研修受講終了日

研修名称

受講料等の
総額（円）

①

②

補助事業対象者の概要 補助事業対象者が受講する研修の概要

研修受講者
研修名称 研修実施機関

研修受講者

補助事業対象者が受講する研修の概要

研修受講予定日研修受講者が従事する事業所等

補助事業対象者の概要

研修の内容研修実施機関

研修の内容

研修受講者が従事する事業所等 研修受講予定日 受講料等の
総額（円）

③

補助事業対象者の概要 補助事業対象者が受講する研修の概要

研修受講者
研修名称 研修実施機関 研修の内容

研修受講者が従事する事業所等 研修受講予定日 受講料等の
総額（円）

④

補助事業対象者の概要 補助事業対象者が受講する研修の概要

研修受講者
研修名称 研修実施機関 研修の内容

研修受講者が従事する事業所等 研修受講予定日 受講料等の
総額（円）

記載例

〇複数名が受講する場合で、補助事業等計画書に記載しきれない場合は、こちらの様式を

ご使用ください。

〇本様式を使用する場合は、補助事業計画書の「２補助事業対象者の概要」、「３補助事業

対象者が受講する研修の概要」、「４ 研修受講予定日」欄に、「別紙のとおり」と記入

してください。

※本様式を使用する場合は必ず裏面を印刷（両面印刷推奨）してください。

※同法人内であれば、別事業所、別研修など、異なる条件においても本様式により、一括申請

が可能です。

※補助事業等計画書に記載できる場合は、本様式の提出は不要です。



氏名 職種

事業所等の名称 事業所等の所在地 研修受講開始日 研修受講終了日

氏名 職種

事業所等の名称 事業所等の所在地 研修受講開始日 研修受講終了日

氏名 職種

事業所等の名称 事業所等の所在地 研修受講開始日 研修受講終了日

氏名 職種

事業所等の名称 事業所等の所在地 研修受講開始日 研修受講終了日

⑤

補助事業対象者の概要 補助事業対象者が受講する研修の概要

研修受講者
研修名称 研修実施機関 研修の内容

研修受講者が従事する事業所等 研修受講予定日 受講料等の
総額（円）

⑥

補助事業対象者の概要 補助事業対象者が受講する研修の概要

研修受講者
研修名称 研修実施機関 研修の内容

研修受講者が従事する事業所等 研修受講予定日 受講料等の
総額（円）

⑦

補助事業対象者の概要 補助事業対象者が受講する研修の概要

研修受講者
研修名称 研修実施機関 研修の内容

研修受講者が従事する事業所等 研修受講予定日 受講料等の
総額（円）

⑧

補助事業対象者の概要 補助事業対象者が受講する研修の概要

研修受講者
研修名称 研修実施機関

受講料等の総額（円）

交付申請額（円） ¥25,000

¥50,000

研修の内容

研修受講者が従事する事業所等 研修受講予定日 受講料等の
総額（円）



令和 ４ 年度 収支予算書 

 

１ 収入の部 

科 目 本年度予算額 前年度予算額 
増 減 

説 明 

市補助金 ￥２０，０００円    

自己資金 ￥２０，０００円    

     

 
 
   

収入合計 ￥４０，０００円 
 

  

 

 

２ 支出の部 

科 目 本年度予算額 前年度予算額 増 減 説 明 

需用費 ￥５，０００円 
 

 テキスト代 

負担金 ￥３５，０００円   研修受講料 

     

 
 
   

支出合計 ￥４０，０００円    

 

記載例 

交付申請額を記載してください。 

※千円未満端数切捨て 

 

（例）補助対象経費総額41,000円の場合 

41,000円×1/2＝20,500円 

    市補助金… 20,000円 

    法人負担分…21,000円 

収入と支出の合計は必ず

同じ金額になるように記

入してください。 

【科目一覧】 

①需用費…テキスト代等 

②負担金…研修受講料等 

③謝礼…講師への謝礼等 

※事業所内研修の場合に使用 

④その他 

Administrator
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区分

補助金等の名称

補助事業者等の名称

補助事業等の概要
及び補助金等の使途

補助事業等の実施時期

所属部・課

補助金等の趣旨・目的・
対象事業・補助率等

要綱の有無

補助期間

備考

注2：必要に応じ、参考資料を添付（Ａ４）

注3：「施策的位置付け」については、計画書の該当頁の写しを添付

注4：「補助期間」は最長で３年間（見直しサイクルを３年ごととしているため）

注1：申請者は太線の枠内のみに記入すること（それ以外は市事業担当課が記入）

3年間

介護職員等キャリアアップ支援事業費補助金

社会福祉法人○○○○

地域包括ケア推進部　福祉基盤課

○補助事業等の概要
　研修名称：□□□□研修
　研修実施機関：●●●●カレッジ

○補助金等の使途
　上記事業に係る受講料等補助対象経費の費用負担への充当

令和　○　年　○　月　～　令和　○　年　○　月

令和○年度　補助金等概要調書

施策的位置付け

　　有　・　無

　　有の場合の計画名（第９期相模原市高齢者保健福祉計画）

　施策名（基本目標３　介護サービス基盤の充実｣
　　　　「施策の方向性１　介護人材の確保・定着・育成」のうち
　　　　「(2)　職員の資質向上と働きやすい職場づくり」）

内容

　　有　・　無
（相模原市介護職員等キャリアアップ支援事業費補助金交付要綱）

国・県補助金該当の有無

　　有　・　無　（該当補助事業名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　補助対象額：　　　　　　　　　全体事業費：

趣旨・目的：介護職員等のキャリアアップ支援のため、外部から講師を
　　　　　　　招いて行う事業所内研修及び介護職員等を研修へ派遣
　　　　　　　する事業に要する経費に対し、市が補助金を交付するもの
対象：介護保険法に規定する介護サービス事業を行う法人（居宅療養
　　　　管理指導、福祉用具貸与、特定福祉用具販売、住宅改修を除く）
補助率：次の事業以外の場合　１/２（上限１５万円/法人）
　　　　　(１)本市が実施する認知症介護実践者研修
　　　　　　　(補助対象経費総額)－１万円（上限４万円）/１人
　　　　　(２) 本市が実施する認知症介護実践リーダー研修
　　　　　　　(補助対象経費総額)－１万７千円（上限４万３千円）/１人

研修開始及び終了予定の月を記入

記載例


